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農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する計画 

 

平成２７年４月 ７日 策定 

平成２７年８月１８日 改定 

平成３０年８月２０日 改定 

 

柏 崎 市 

 

１ 促進計画の区域 

 

  別紙地図に記載のとおりとする。 

   

 

２ 促進計画の目標 

 

１ 旧柏崎市地域 

⑴ 現況 

 本地域は、市街地近郊・平坦地・中山間地と様々な土地利用・条件の中、総農

家数、販売農家数とも年々減少し、離農が進み、土地利用型農業を中心として担

い手不足が深刻化している。 

 このような状況の中、集落営農組織や規模拡大志向の個別経営体を中心となる

担い手と位置付け、効率的かつ安定的な農業経営を実現するため、農地の集積を

進め、地域一体となった支援が必要となっている。 

⑵ 目標 

 ⑴を踏まえ、本地域では、法第３条第３項第１号に掲げる事業を推進するとと

もに、同項第３号に掲げる事業も併せて行うよう働きかけることにより、地域一

体となった多面的機能の発揮の促進を図る活動と、環境負荷の軽減に配慮した農

業の普及を図る。 

 また、同項第２号に掲げる事業に該当する地域では、併せて対象となる農用地

の保全に努める。 

 

２ 旧高柳町地域 

⑴ 現況 

  本地域は、鯖石川の上流にあって、黒姫山などに囲まれた自然豊かな地域であ

る。 

農用地の占める割合は１割にも満たず、わずかな平坦地と地すべり防止区域内

の山間傾斜地に棚田状に点在する未整備田畑が農用地の中心になっており、耕作

条件は極めて悪い。 

  営農形態は稲作を基幹に野菜、山菜あるいは畜産等の複合経営を行っているが、

過疎・高齢化の進行と豪雪地帯という自然条件により、農村集落の維持が困難な
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状況であり、地域一体となった生産体制の整備が必要となっている。 

⑵ 目標 

   ⑴を踏まえ、本地域では、法第３条第３項第２号に掲げる事業を全域で取り組

むこととし、同項第１号及び３号に掲げる事業も併せて取り組むよう働きかける

ことにより、多面的機能の推進を図るとともに、環境負荷の軽減に配慮した農業

の生産方式の普及を図ることとする。 

 

３ 旧西山町地域 

⑴ 現況 

  本地域は、市域の最北端に位置し、変化に富む海岸線、その背後の丘陵地、田

園地域、里山など海と山の魅力に恵まれた地域である。 

  以前から農業用水不足に悩まされてきた地域であるが、平成２２年度の国営後

谷ダム供用開始以来、安定した供給が成されている。 

  今後は農業生産基盤整備を進めるとともに、農用地の効率的な利用を促進する

必要がある。 

⑵ 目標 

   ⑴を踏まえ、本地域では、法第３条第３項第１号に掲げる事業の普及に努め、

多面的機能を支える共同活動を推進する。また、同項第２号に該当する地域では

対象農用地の保全に努めるとともに、全域において３号事業の推進により環境負

荷の軽減に配慮した農業の生産方式の普及を図ることとする。 

 

 

３ 法第６条第２項第１号の区域内においてその実施を推進する多面的機能発揮促進事

業に関する事項 

 

 

 

 

実施を推進する区域 

 

実施を推進する事業 
 
① 

 

 
旧柏崎地域 

 

法第３条第３項第１号に掲げる事業、同項第２号に掲げ

る事業及び同項第３号に掲げる事業 

 

② 
 

 

旧高柳町地域 
 

法第３条第３項第１号に掲げる事業、同項第２号に掲げ

る事業及び同項第３号に掲げる事業 

 

③ 
 

 

旧西山町地域 
 

法第３条第３項第１号に掲げる事業、同項第２号に掲げ

る事業及び同項第３号に掲げる事業 

 

 

４ 法第６条第２項第１号の区域内において特に重点的に多面的機能発揮促進事業の実

施を推進する区域を定める場合にあっては、その区域 

 

  設定しない。 
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５ その他促進計画の実施に関し市が必要と認める事項 

法第３条第３項第２号に掲げる事業の実施に関し、以下のとおり定めることとす

る。 

 

１ 対象農用地の基準 

⑴ 対象地域及び対象農用地の指定 

交付金の対象地域及び対象農用地については、次のアの指定地域のうちイの要件

を満たす農振農用地区域内の農用地であって、１ｈａ以上の一団の農用地とする。

ただし、連担部分が１ｈａ未満の団地であっても、集落協定に基づく農用地の保全

に向けた共同取組活動が行われる複数の団地の合計面積が１ｈａ以上であるときは、

対象とする。また、連担している農用地でも傾斜等が異なる農用地で構成される場

合には、一部農用地を指定することができる。 

さらに、一団の農用地において、田と田以外が混在し、全てが田の傾斜基準を満

たしている場合においては、当該一団の農用地について、協定の対象となる農用地

とすることができる。ただし、交付金の対象となる農用地は、田のみとする。なお、

畦畔及び法面も農用地面積に加える。 

（別に市対象農用地の基準に該当する地図を添付） 

ア 対象地域 

     特定農山村法指定地域（旧柏崎市全域、旧高柳町全域、旧西山町の旧内郷村・旧

石地町）、振興山村地域（旧柏崎市の旧上米山村・旧鵜川村）、過疎地域自立促進特

別措置法指定区域（旧高柳町全域、旧西山町全域） 

イ 対象農用地 

（ア） 急傾斜農用地については、田１／２０以上、畑、草地及び採草放牧地 15 度以 

   上 

勾配は、団地の主傾斜により判定を行い、団地の一部が当該主傾斜を下回って

も、当該主傾斜が傾斜基準を満たす場合には支払対象とする。なお、１ｈａ以上

の面積が必要 

（イ） 自然条件により小区画・不整形な田 

（ウ） 市長の判断によるもの 

緩傾斜農用地（田１／１００以上、畑８度以上）においては、次の (a) ～(c） 

   のいずれかに該当する場合は対象とする 

（ａ）急傾斜農用地と連担している場合 

    ・緩傾斜農用地が、１ｈａ以上の急傾斜農用地（団地）と連担していること（た

だし、急傾斜農用地と同一の集落協定内において、通作、水管理等、急傾斜農用

地を維持する上で必要な農用地に限る。）。 

 （ｂ）急傾斜農用地と連担していない場合（下記の２要件を満たす場合） 

     ・保全に向けた共同取組活動が行われる一団の農用地であり、急傾斜農用地の

合計面積が１ｈａ以上であること。 

     ・広域的な集落相互の連携を図るものとして複数集落で協定締結するか複数協
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定で推進協議会等を組織すること、あるいは、継続的な営農体制の確立を図る 

ものとして、協定参加者に農業生産法人（農地法（昭和２７年７月１５日法律

第２２９号）第２条第３項に規定されているもの）を含むこと。 

    

（ｃ）個別協定の場合 

   ・協定農用地において、急傾斜農用地の合計面積が１ｈａ以上であること。 

    

 

２ 集落協定の共通事項 

  （市長の判断による要件緩和を認める場合） 

協定参加者数がおおむね５０戸に満たない場合において、協定参加者数が２３戸

以上となり、かつ、地理的又は地形的な条件等を踏まえ集落連携・機能維持加算の

対象とすることが適当であると市長が個別に認めた場合には、おおむね５０戸以上

の協定参加者数の要件を満たしたものとみなす。 

 

３ その他必要な事項 

   耕作放棄地の防止発生・解消対策については、農業基盤整備促進事業等、国県の

補助事業を活用する。 


